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平成 年 月 日（木）

号外第 号

17 31

61

３

毎週火 金曜日発行･

公布 規則

◇ 行政事件訴訟法 一部改正 伴 関係規則 整理 関 規則（ ）（総務課）………………

◇行政事件訴訟法 一部改正 伴 関係規則 整理 関 規則

納税通知書等、県税 係 通知書 取消訴訟 提起 処分 係 、

不服申立 関 教示 併 、取消訴訟 出訴期間等 関 教示 記載 加 。（第

条、第 条関係）

退職手当金額決定通知書、生活保護決定通知書等 、不服申立 関 教示 記載 削 、別

紙等 教示 。（第 条、第 条、第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。

行政事件訴訟法 一部改正 伴 関係規則 整理 関 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

行政事件訴訟法 一部改正 伴 関係規則 整理 関 規則

（知事等 退職手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 知事等 退職手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 削 。
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合 、 通知書 受 取 日 翌日 起算

日以内 地方自治法第 条 規定 知事

異議申立 。

改 正 後 改 正 前

（退職手当 支給 一時差止通知及 説明書）

第 条 条例第 条 第 項 規定 通知 、様

式第 号 退職手当支給一時差止処分書

行 。

条例第 条 第 項 規定 説明書 、様式第

号 。

（退職手当 返納通知）

第 条 条例第 条 第 項 規定 通知 、様

式第 号 退職手当返納命令書 、同条第

項 規定 刑 確定後速 行 。

様式第 号（第 条関係）（表面）

略

（裏面）

備考

処分 不服 場合 、 通知書 受

日 翌日 起算 日以内 地方自治

法第 条又 地方公務員法第 条 規定

、知事又 人事委員会 対 不服申立

。

様式第 号（第 条関係）

退職手当支給一時差止処分書

年 月 日

（退職手当 支給 一時差止説明書）

第 条 条例第 条 第 項 規定 説明書 、様

式第 号 。

（退職手当 返納通知）

第 条 条例第 条 第 項 規定 通知 、様

式第 号 退職手当返納命令書 、同条第

項 規定 刑 確定後速 行 。

様式第 号（第 条関係）

略

は この を け った の から し

て に の により

に をすることができます

の の び

の の による は

による によって

わなければならない

の に する は

によるものとする

の

の の による は

による により

に する の やかに うものとする

この に がある は この を け

とった の から して に､

は の の によ

り は に して てをする

ことができます

の の

の に する は

によるものとする

の

の の による は

による により

に する の やかに うものとする
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（職員 退職手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 職員 退職手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中項 表示 下線 引 項（以下 条 「削除項」 。） 削 。

次 表 改正前 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下 条 「移動様式」 。） 対

応 同表 改正後 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下 条 「移動後様式」 。）

存在 場合 、当該移動様式 当該移動後様式 、移動様式 対応 移動後様式 存在 場合

、当該移動様式（以下 条 「削除様式」 。） 削 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（様式 表示並 削除項及 削除様式 除 。以下 条

「改正部分」 。） 対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（様式 表示 除 。以下

条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部

分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 。

の の に する の

の の に する の を のように する

の の の の に が かれた この において という を る

の の の の に が かれた この において という に

する の の の に が かれた この において という

が する には を とし に する が しない

には この において という を る

の の の が かれた の びに び を く この にお

いて という に する の の が かれた の を く こ

の において という が する には を に め

に する が しない には を る

２ 51 25
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様

任命権者 職 氏 名 印

職員 退職手当 関 条例第 条 第 項 規

定 基 一般 退職手当等 支給 一時差 止

。

備考

処分 不服 場合 、 処分書 受

日 翌日 起算 日以内 地方自治

法第 条 規定 、知事 対 不服申立

。 、行政不服審査法

不服申立 期間 経過 後

処分後 事情 変化 理由 、任

命権者 対 処分 取消 申 立

。

様式第 号 略

様式第 号（第 条関係）

略

備考

処分 不服 場合 、 命令書 受

日 翌日 起算 日以内 、地方自治

法第 条 規定 、知事 対 不服申立

。

様式第 号 略

様式第 号（第 条関係）

略

改 正 後 改 正 前

第 号様式 （第 条関係）

略

知

指定 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。

審査請求書 、 県税事務所長 経由 提

第 号様式 （第 条関係）

略

知

指定 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。

審査請求書 、 県税事務所長 経由 提

の に する の の

に づき､ の の を し め

る

この に がある は この を け

とった の から して に､

の により に して て

をすることができます また によ

る てをすることができる が した

においては､この の の を に

に してこの の しを し てること

ができます

この に がある は この を け

とった の から して に

の により に して て

をすることができます

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます

は なるべく を して

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます

は なるべく を して
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２ １

３ ２ ６

４

３ ２ ６

４

（鳥取県税条例施行規則 一部改正）

第 条 鳥取県税条例施行規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、改正部分 削 、

改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 改 。

の

の を のように する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を り

に する が しない には を える

の の の の で まれた を の の の の で まれた に める
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出 。

、 指定 取消 訴 、 通知書 受

取 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県

被告 （訴訟 鳥取県 代表 者 知

事 。）、提起 。 、

通知書 受 取 日 月以内 、

指定 日 年 経過 指定 取消 訴

提起 。 、 通知

書 受 取 日 翌日 起算 日以内 審査

請求 場合 、指定 取消 訴 、 審

査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日 起算

月以内 提起 。

第 号様式（第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌

日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対

裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

審査請求 対 裁決 経 処分 取消 訴

提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

略

第 号様式 （第 条関係）

略

知

催告 不服 場合 、 催告書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。

審査請求書 、 県税事務所長 経由 提

出 。

出 。

第 号様式（第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

略

第 号様式 （第 条関係）

略

知

催告 不服 場合 、 催告書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。

審査請求書 、 県税事務所長 経由 提

出 。

してください

また この の しの えは この を

け った の から して か に

を として において を する は

となります することができます なお こ

の を け った から か であっても

の から を すると の しの えを

することはできなくなります ただし この

を け った の から して に

をした には の しの えは その

に する の を けた の から

して か に することができます

お らせ

この について がある は この

を け った の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につ

いての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となりま

す することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできません

が の から までのいずれかに するときは､

に する を ないで の しの

えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます

は なるべく を して

してください

してください

お らせ

この について がある は この

を けとった の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます

は なるべく を して

してください

６
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６
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４
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また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の その の

さきに で した を のとおり
しました

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をするこ

とができます は なるべく

を して してください

の その の

さきに で した を のとおり
しました

、 催告 取消 訴 、 催告

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、催告 取消 訴

催告 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 催告 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 告知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条 関係）

不動産取得税 税額等変更通知書

住 所
氏 名

納税通知書 通知 税額等 次
変更 。

略

第 号様式（第 条関係）

略

知

告知 不服 場合 、 告知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長

経由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

不動産取得税 税額等変更通知書

住 所
氏 名

納税通知書 通知 税額等 次
変更 。

略

６

３

５ ８

４

６

３

５ ２ ３ ５ ２

５ ８

４

５ ２ ３ ５ ２
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略

知

賦課 不服 場合

県税 賦課 不服 場合 、

通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事

審査請求 。審査請求書 、

県税事務所長 経由 提出

。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 送達

受 日 翌日 起算 月以内 、鳥

取県 被告 （訴訟 鳥取県 代表

者 知事 。）、提起

。 、処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過

裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

未納額 場合

税額変更後 未納税額 場合 同封 納付

書 納 。 、未納税額 場合

、納付書 同封 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印

第 号様式 （第 条 関係）

税 額 等 変 更 通 知 書

住 所

氏 名

納税通知書 通知 税 税額等 次

変更 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印

略

知

県税 賦課 不服 場合 、 通

略

知

通知 不服 場合 、 通知

受 日 翌日 起算 日以内 行政不

服審査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求 、 県税事務

所長 経由 提出 。

、税額変更後 未納税額 場合 同封

納付書 納 。 、未納税額 場

合 、納付書 同封 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印

第 号様式 （第 条 関係）

税 額 等 変 更 通 知 書

住 所

氏 名

納税通知書 通知 税 税額等 次

変更 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印

略

知

通知 不服 場合 、 通知 受

お らせ

に がある について

この の について がある は こ

の を け った の から して

に の により

に をすることができます は

なるべく を して してくださ

い

また この の の しの えは

この についての に する の

を けた の から して か に

を として において を す

る は となります することができま

す なお の しの えは この につ

いての に する を た でなければ

することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを するこ

とができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ず

る しい を けるため の があると

き

その を ないことにつき な が

あるとき

がある について

に がある は の

で めてください なお がない

は は しておりません

の その の

さきに で した の を

のとおり しました

お らせ

この の について がある は この

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の によって に をす

ることができます は なるべく

を して してください

また に がある は の

で めてください なお がない

は は しておりません

の その の

さきに で した の を

のとおり しました

お らせ

この について がある は この を
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知書 受 取 日 翌日 起算 日以内 、

行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税

事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対 裁

決 経 後 提起 、

次 ① ③ 該当 、審査

請求 対 裁決 経 処分 取消 訴 提

起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

（備考） 略

第 号様式 （第 条関係）
納 税 者
特別徴収義務者

用

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

日 翌日 起算 日以内 行政不服審

査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。

（備考） 略

第 号様式 （第 条関係）
納 税 者
特別徴収義務者

用

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

を け った の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた

の から して か に を と

して において を する は となり

ます することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできませんが

の から までのいずれかに するときは

に する を ないで の しの えを

することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

けとった の から して に

の によって に をすること

ができます は なるべく を

して してください

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください
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略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 行政

不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税

事務所長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌

日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対

裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

審査請求 対 裁決 経 処分 取消 訴

提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

略

第 号様式（第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 告知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌

日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対

裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

審査請求 対 裁決 経 処分 取消 訴

提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 行政

不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税

事務所長 経由 提出 。

略

第 号様式（第 条関係）

略

知

告知 不服 場合 、 告知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

お らせ

この について がある は この

を け った の から して に

の により に を

することができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につ

いての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となりま

す することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできません

が の から までのいずれかに するときは､

に する を ないで の しの

えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

お らせ

この について がある は この

を け った の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につ

いての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となりま

す することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできません

が の から までのいずれかに するときは､

に する を ないで の しの

えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

お らせ

この について がある は この

を けとった の から して に

の により に を

することができます は なるべく

を して してください

お らせ

この について がある は この

を けとった の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください
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著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

及 略

第 号様式 （第 条関係）

略

第 号様式（第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

及 略

第 号様式 （第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 県税事務所長

経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

び

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

び

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます はなるべく

を して してください

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください
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また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をするこ

とができます は なるべく

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をするこ

とができます は なるべく

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長

第 号様式 （第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長

６

３

３

４

６

３

２

４

３

４

２

４
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60

12 15

60

11 13

60

12 15

60
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を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

を して してください

の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

略

知

命令 不服 場合 、 命令書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

経由 提出 。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

略

知

命令 不服 場合 、 命令書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

６
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４

６

３

２

４
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服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 県税事務所長

経由 提出 。

、 命令 取消 訴 、 命令

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、命令 取消 訴

命令 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 命令 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

（ ）及 （ ） 略

（ ） 処分 不服 場合 、 通知

書 受 取 日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌

日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対

裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

審査請求 対 裁決 経 処分 取消 訴

提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

略

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 県税事務所長

経由 提出 。

第 号様式 （第 条関係）

略

知

（ ）及 （ ） 略

（ ） 通知 不服 場合 、 通知

書 受 日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

略

４

６

３

２

１ ２

３

４

６

３

４

２

１ ２

３

４

の により に をする

ことができます はなるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

の

お らせ

び

この について がある は この

を け った の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につ

いての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となりま

す することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできません

が の から までのいずれかに するときは､

に する を ないで の しの

えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

の により に をする

ことができます はなるべく

を して してください

の

お らせ

び

この について がある は この

を けとった の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

15 18

60

16 19

15 18

60

16 19
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お ら せ

この について がある は この

を け った の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につ

いての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となりま

す することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできません

が の から までのいずれかに するときは､

に する を ないで の しの

えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

の の

お らせ

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

また この の しの えは この につい

ての に する の を けた の か

ら して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは､

この についての に する を た で

なければ することはできませんが の から

までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することが

できます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

お ら せ

この について がある は この

を けとった の から して に

の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

の の

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の により に をする

ことができます は なるべく

を して してください

知

～ 略

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌

日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対

裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

審査請求 対 裁決 経 処分 取消 訴

提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 （第 条 関係）

略

知

処分 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

、 処分 取消 訴 、 処分

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日

起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提

起 。 、処分 取消 訴

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対

裁決 経 処分 取消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

知

～ 略

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

略

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 、行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所

長 経由 提出 。

１ ３

４

４

６

３

２ ２

４

６

３

１ ３

４

４

２ ２

４

60

26 29

60

60

26 29

60
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第 号様式 （第 条 、第 条 関係）

法人県民税

法人事業税

加 算 金

更正決定通知書 次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納付書

納付 。

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略 略

略

知

県税 賦課 不服

場合 、 通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、

知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消

訴 、 処分 審

査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、

鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。

、処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決

経 後 提起

、次 ① ③

該当 、審査請

求 対 裁決 経 処分 取

消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月

経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続

行 生 著 損害 避

緊急 必要 。

③ 他裁決 経

正当 理由 。

第 号様式 （第 条 関係）

第 号様式 （第 条 、第 条 関係）

法人県民税

法人事業税

加 算 金

更正決定通知書 次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納付書

納付 。

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略 略

略

知

通知 不服 場合

、 通知書 受 日 翌

日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審

査請求 。審査

請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

53 35 37

60

53 35

53 35 37

60

53 35

の の の

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この の について があ

る は この を け った

の から して に

の により

に をすることができま

す は なるべく

を して してください

また この の の

しの えは この についての

に する の を けた

の から して か に

を として において

を する は となりま

す することができます な

お の しの えは この

についての に する

を た でなければ することは

できませんが の から までの

いずれかに するときは

に する を ないで の

しの えを することができま

す

があった から か

を しても がないとき

の は の

により ずる しい を け

るため の があるとき

その を ないことにつき

な があるとき

の の

の の の

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この について がある

は この を けとった の

から して に

の により に

をすることができます

は なるべく を

して してください

の の
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県民税利子割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略

知

県税 賦課 不服

場合 、 通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、

知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消

訴 、 処分 審

査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、

鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。

、処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決

経 後 提起

、次 ① ③

該当 、審査請

求 対 裁決 経 処分 取

消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月

経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続

行 生 著 損害 避

緊急 必要 。

③ 他裁決 経

正当 理由 。

第 号様式 （第 条 関係）

県民税配当割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

県民税利子割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印略

略

略

略

知

通知 不服 場合

、 通知書 受 日 翌

日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審

査請求 。審査

請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

県民税配当割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この の について があ

る は この を け った

の から して に

の により

に をすることができま

す は なるべく

を して してください

また この の の

しの えは この についての

に する の を けた

の から して か に

を として において

を する は となりま

す することができます な

お の しの えは この

についての に する

を た でなければ することは

できませんが の から までの

いずれかに するときは

に する を ないで の

しの えを することができま

す

があった から か

を しても がないとき

の は の

により ずる しい を け

るため の があるとき

その を ないことにつき

な があるとき

の の

のとおり

したので しま

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この について がある

は この を けとった の

から して に

の により に

をすることができます

は なるべく を

して してください

の の

のとおり

したので しま
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すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この の について があ

る は この を け った

の から して に

の により

に をすることができま

す は なるべく

を して してください

また この の の

しの えは この についての

に する の を けた

の から して か に

を として において

を する は となりま

す することができます な

お の しの えは この

についての に する

を た でなければ することは

できませんが の から までの

いずれかに するときは

に する を ないで の

しの えを することができま

す

があった から か

を しても がないとき

の は の

により ずる しい を け

るため の があるとき

その を ないことにつき

な があるとき

の の

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

すから の

を の により

してください

お

ら

せ

この について がある

は この を けとった の

から して に

の により に

をすることができます

は なるべく を

して してください

の の

のとおり

したので しま

すから の

を の により

してください

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略

知

県税 賦課 不服

場合 、 通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、

知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消

訴 、 処分 審

査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、

鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。

、処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決

経 後 提起

、次 ① ③

該当 、審査請

求 対 裁決 経 処分 取

消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月

経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続

行 生 著 損害 避

緊急 必要 。

③ 他裁決 経

正当 理由 。

第 号様式 （第 条 関係）

県民税株式等譲渡所得割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略

知

通知 不服 場合

、 通知書 受 日 翌

日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審

査請求 。審査

請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

県民税株式等譲渡所得割更正（決定）

加 算 金 決 定
通知書

次 更正（決

定） 通知

、太線部分 額

同封 納入書

納入 。
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年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略

知

県税 賦課 不服

場合 、 通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、

知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消

訴 、 処分 審

査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、

鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。

、処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決

経 後 提起

、次 ① ③

該当 、審査請

求 対 裁決 経 処分 取

消 訴 提起

。

① 審査請求 日 月

経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続

行 生 著 損害 避

緊急 必要 。

③ 他裁決 経

正当 理由 。

第 号様式 （第 条 関係）

県 税更正（決定）
通知書

加 算 金 決 定

次 更正（決定） 通知 、

太線部分 額 同封 納付書 納付

。
年 月 日

職氏名 印略

略

略

年 月 日

職 氏 名 印略

略

略

略

知

通知 不服 場合

、 通知書 受 取 日 翌

日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審

査請求 。審査

請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。

第 号様式 （第 条 関係）

県 税更正（決定）
通知書

加 算 金 決 定

次 更正（決定） 通知 、

太線部分 額 同封 納付書 納付

。
年 月 日

職氏名 印略

略

略

お

ら

せ

この の について があ

る は この を け った

の から して に

の により

に をすることができま

す は なるべく

を して してください

また この の の

しの えは この についての

に する の を けた

の から して か に

を として において

を する は となりま

す することができます な

お の しの えは この

についての に する

を た でなければ することは

できませんが の から までの

いずれかに するときは

に する を ないで の

しの えを することができま

す

があった から か

を しても がないとき

の は の

により ずる しい を け

るため の があるとき

その を ないことにつき

な があるとき

の の

たばこ

のとおり したので しますから

の を の により してくださ

い

お

ら

せ

この について がある

は この を け った の

から して に

の により に

をすることができます

は なるべく を

して してください

の の

たばこ

のとおり したので しますから

の を の により してくださ

い
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お らせ この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は な

るべく を して してください

また この の の しの えは こ

の についての に する の を

けた の から して か に を

として において を する は

となります することができます なお

の しの えは この についての

に する を た でなければ することは

できませんが の から までのいずれかに

するときは に する を ないで

の しの えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

お らせ この について がある には こ

の を け った の から して

に の により に

をすることができます は なる

べく を して してください

また この の しの えは この を

け った の から して か に

を として において を する

は となります することができます

なお この を け った から か で

あっても の から を すると の

しの えを することはできなくなります た

だし この を け った の から し

て に をした には の

しの えは その に する の を

けた の から して か に するこ

とができます

のとおり したの

で しますから の

お らせ この について がある は この

を けとった の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

お らせ この について がある には こ

の を けとった の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

のとおり したの

で しますから の

知 県税 賦課 不服 場合 、

通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事

審査請求 。審査請求書 、

県税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、鳥取県

被告 （訴訟 鳥取県 代表 者 知

事 。）、提起 。 、

処分 取消 訴 、 処分 審査請

求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

、審査請求 対 裁決 経 処分

取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

略

知 決定 不服 場合 、

通知書 受 取 日 翌日 起算 日以

内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審

査請求 。審査請求書 、

県税事務所長 経由 提出 。

、 決定 取消 訴 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 月以内 、鳥

取県 被告 （訴訟 鳥取県 代表

者 知事 。）、提起 。

、 通知書 受 取 日 月以内

、決定 日 年 経過 決定 取

消 訴 提起 。

、 通知書 受 取 日 翌日 起算

日以内 審査請求 場合 、決定 取消

訴 、 審査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 提起

。

第 号様式（第 条関係）

自動車取得税
更正（決定）通知書

加 算 金

次 更正（決定）

通知 、太線部分 額
略

知 通知 不服 場合 、

通知書 受 日 翌日 起算 日以内

行政不服審査法第 条 規定 知事 審査請

求 。審査請求 、 県

税事務所長 経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

略

知 通知 不服 場合 、

通知書 受 日 翌日 起算 日以

内 行政不服審査法第 条 規定 知事 審査

請求 。審査請求 、

県税事務所長 経由 提出 。

第 号様式（第 条関係）

自動車取得税
更正（決定）通知書

加 算 金

次 更正（決定）

通知 、太線部分 額
略
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を の によって して

ください

お らせ この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は な

るべく を して してください

また この の の しの えは こ

の についての に する の を

けた の から して か に を

として において を する は

となります することができます なお

の しの えは この についての

に する を た でなければ することは

できませんが の から までのいずれかに

するときは に する を ないで

の しの えを することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があ

るとき

にあっては たる の

び の

のとおり したので の と

の との を の

により めてください

お らせ

この の について がある は この

を け った の から して に

の により に を

することができます は なるべく

を して してください

を の によって して

ください

お らせ この について がある は この

を けとった の から して

に の により に

をすることができます

にあっては たる の

び の

のとおり したので の と

の との を の

により めてください

この について がある は この を

け った の から して に

の により に をすること

ができます は なるべく を

して してください

同封 納付書 納付

。

年 月 日

職 氏 名 印

略

略

知 県税 賦課 不服 場合 、

通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事

審査請求 。審査請求書 、

県税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、鳥取県

被告 （訴訟 鳥取県 代表 者 知

事 。）、提起 。 、

処分 取消 訴 、 処分 審査請

求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当

、審査請求 対 裁決 経 処分

取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁

決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生

著 損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式（第 条関係）

産業廃棄物処分場税更正（決定）
通知書

加 算 金 決 定

番 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

法人 、主 事務所

所在地、名称及 代表者 氏名

職 氏 名 印

次 更正（決定） 、小計⑦欄 額

延滞金⑧欄 額 合計額 同封 納入書（納付書）

納 。

略

知

県税 賦課 不服 場合 、 通

知書 受 取 日 翌日 起算 日以内 行

政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

同封 納付書 納付

。

年 月 日

職 氏 名 印

略

略

知 通知 不服 場合 、

通知書 受 日 翌日 起算 日以内

行政不服審査法第 条 規定 知事 審査請

求 。

第 号様式（第 条関係）

産業廃棄物処分場税更正（決定）
通知書

加 算 金 決 定

番 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

法人 、主 事務所

所在地、名称及 代表者 氏名

職 氏 名 印

次 更正（決定） 、小計⑦欄 額

延滞金⑧欄 額 合計額 同封 納入書（納付書）

納 。

略

（教示）

通知 不服 場合 、 通知書

受 取 日 翌日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求 、 県税事務所長 経

由 提出 。
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また この の の しの えは この

についての に する の を けた

の から して か に を と

して において を する は となり

ます することができます なお の

しの えは この についての に する

を た でなければ することはできませんが

の から までのいずれかに するときは

に する を ないで の しの えを

することができます

があった から か を しても

がないとき

の は の により ずる

しい を けるため の があるとき

その を ないことにつき な がある

とき

、 県税 賦課処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 送達 受

日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事

。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対 裁

決 経 後 提起 、

次 ① ③ 該当 、審査

請求 対 裁決 経 処分 取消 訴 提

起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

６

３
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第 条 鳥取県税条例施行規則 一部 次 改正 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条

例第 条 規定 賦課 。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未満

端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （当該納期限 翌日 月 経過

日 期間 、年 ー （当該期

間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合

年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計

算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受 、

、 督促状 発付 日 起算 日 経過

日 、 税金 係 徴収金 完納 場合

滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、

納税通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査

請求 。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

４

１ ３ １

１

２

２

１

４

４

３

４

６

の を のように する

の その の を のように める

の

の は の び

の により されたものです

までに を しないときは その から

の までの に じ の

があるとき はその が であるとき

は その はその を り てる に し

パ セント の から を す

る までの については パ セント

の する の の を する における

に パ セントの を した が

パ セントの に たない は

に パ セントの を した の で

した で します

また までに を しないため を け

かつ その を した から して を

した までに この に る を しない

には を けることになります

に がある

は この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の

から して か に を として

72

54

1,000
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7.3

11 30

7.3
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（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条例第 条 規定 賦課

。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日 税金完納 日 日数 応 、

税額（ 円未満 端数 又 全額 円未満 、 端

数金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー （当該期間 属 各年

前年 月 日 経過 時 公定歩合 年 ー 割合 加算 割

合 年 ー 割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー 割合

加算 割合）） 割合 計算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付

日 起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合

滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き

の その の を のように める

の

の は の び の により され

たものです

までに を しないときは その から の までの に じ

の があるとき はその が であるときは その

はその を り てる に し パ セント の か

ら を する までの については パ セント の する

の の を する における に パ セントの を した

が パ セントの に たない は に パ セントの

を した の で した で します

また までに を しないため を け かつ その を した

から して を した までに この に る を しない には

を けることになります

に がある

は この の について がある は この を け った

３

１ ３ ２
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４
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３
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日 翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出

。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

◎課税 根拠

県税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条例第

条 規定 賦課 。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未満

端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （当該納期限 翌日 月 経過

日 期間 、年 ー （当該期

間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合

年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計

算 額 延滞金 徴収 。

の から して に の により に

をすることができます は なるべく を して してくだ

さい

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

の その の を のように める

の

この は の び

の により されたものです

までに を しないときは その から

の までの に じ の

があるとき はその が であるとき

は その はその を り てる に し

パ セント の から を す

る までの については パ セント

の する の の を する における

に パ セントの を した が

パ セントの に たない は

に パ セントの を した の で

した で を します
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お らせ

に がある について

は この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き

について

までに を しないため を け かつ

その を した から して を した

までに この に る を しない には

を けることになります

の その の を のように める

の

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、

納税通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査

請求 。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、

督促状 発付 日 起算 日 経過 日

、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞

納処分 受 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

◎課税 根拠

１

４
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３
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１ ３ ４
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この は の び の により されたも

のです

までに を しないときは その から の までの に じ

の があるとき はその が であるときは その

はその を り てる に し パ セント の か

ら を する までの については パ セント の する

の の を する における に パ セントの を した

が パ セントの に たない は に パ セントの

を した の で した で を します

お らせ

に がある について

は この の について がある は この を け った

の から して に の により に

をすることができます は なるべく を して してくだ

さい

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

までに を しないため を け かつ その を した から

して を した までに この に る を しない には

を けることになります

県税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条例第 条 規定 賦課

。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日 税金完納 日 日数 応 、

税額（ 円未満 端数 又 全額 円未満 、 端

数金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー （当該期間 属 各年

前年 月 日 経過 時 公定歩合 年 ー 割合 加算 割

合 年 ー 割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー 割合

加算 割合）） 割合 計算 額 延滞金 徴収 。

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出

。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付 日

起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞納処

分 受 。
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第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出

。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付 日

起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞納処

分 受 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

◎課税 根拠

自動車税 、地方税法第 条及 鳥取県税条例

第 条 規定 課 。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未満

１ ３ ５

１

４

６

３

２

１ ３ ６

の その の を のように める

お らせ

に がある について

は この の について がある は この を け った

の から して に の により に

をすることができます は なるべく を して してくだ

さい

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

までに を しないため を け かつ その を した から

して を した までに この に る を しない には

を けることになります

の その の を のように める

の

この は び

の によって せられたものです

までに を しないときは その から

の までの に じ の

60
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端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （当該納期限 翌日 月 経過

日 期間 、年 ー （当該期

間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合

年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計

算 額 延滞金 徴収 。

◎ 知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、

納税通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査

請求 。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

があるとき はその が であるとき

は その はその を り てる に し

パ セント の から を す

る までの については パ セント

の する の の を する における

に パ セントの を した が

パ セントの に たない は

に パ セントの を した の で

した の を します

お らせ

に がある について

は この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3
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２

１ ３ ７

１

４

４

１

４

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、

督促状 発付 日 起算 日 経過 日

、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞

納処分 受 。

◎納付場所

鳥取県指定金融機関

鳥取県指定代理金融機関

鳥取県収納代理金融機関

鳥取県、島根県、岡山県、広島県又 山口県 区域内

郵便局

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

◎課税 根拠

自動車税 、地方税法第 条及 鳥取県税条例第 条 規定 課

。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日 税金完納 日 日数 応 、

税額（ 円未満 端数 又 全額 円未満 、 端数

金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー （当該期間 属 各年 前年

月 日 経過 時 公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 延滞金 徴収 。

◎ 知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取 日

翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出 。

について

までに を しないため を け かつ

その を した から して を した

までに この に る を しない には

を けることになります

は の の

の その の を のように める

の

この は び の によって せられた

ものです

までに を しないときは その から の までの に じ

の があるとき はその が であるときは その

はその を り てる に し パ セント の から

を する までの については パ セント の する の

の を する における に パ セントの を した が

パ セントの に たない は に パ セントの を し

た の で した の を します

お らせ

に がある について

は この の について がある は この を け った

の から して に の により に をす

ることができます は なるべく を して してください

10
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また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

までに を しないため を け かつ その を した から

して を した までに この に る を しない には

を けることになります

の について

までに の をお いします

の その の を のように める

お らせ

に がある について

は この の について がある は この を け った

の から して に の により に

をすることができます は なるべく を して してくだ

さい

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付 日

起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞納処

分 受 。

預金残高等 確認

納期限 、預金残高等 確認 願 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出

。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

６

３

２

３

１ ３ ８

１

４

６
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① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付 日

起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞納処

分 受 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

◎課税 根拠

県税 、地方税法第 条及 鳥取県税条例第

条 規定 賦課 。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未満

端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （当該納期限 翌日 月 経過

日 期間 、年 ー （当該期

間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合

年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計

算 額 延滞金 徴収 。

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、

納税通知書 受 取 日 翌日 起算 日

以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

までに を しないため を け かつ その を した から

して を した までに この に る を しない には

を けることになります

の その の を のように める

の

この は び

の により されたものです

までに を しないときは その から

の までの に じ の

があるとき はその が であるとき

は その はその を り てる に し

パ セント の から を す

る までの については パ セント

の する の の を する における

に パ セントの を した が

パ セントの に たない は

に パ セントの を した の で

した で を します

お らせ

に がある について

は この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

３

２

１ ３ ９

１

４

４

１

４
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請求 。審査請求書 、 県

税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、

督促状 発付 日 起算 日 経過 日

、 税金 係 徴収金 完納 場合 、

滞納処分 受 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

知

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 納税通知書 受 取

日 翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出

。

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き

について

までに を しないため を け かつ

その を した から して を した

までに この に る を しない には

を けることになります

の その の を のように める

お らせ

に がある について

は この の について がある は この を け った

の から して に の により に

をすることができます は なるべく を して してくだ

さい
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２

１ ３

１

４
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また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

までに を しないため を け かつ その を した から

して を した までに この に る を しない には

を けることになります

の その の を のように める

された この が いた は き いで

すのであしからず ください

お らせ

について

を した から して を した まで

に されないときは を けることになりま

す

に がある について

この について があるときは を け っ

た の から して に

の により に をすることができま

す は なるべく を して

してください

また この の しの えは この について

その を ないことにつき な があると

き

について

に を められる は

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント に げる のそれぞれ

の については パ セント の す

る の の を する における

に パ セントの を した が パ セ

ントの に たない は に パ

セントの を した の をもって

の から められる までの により した

に する の があるとき は

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

滞納処分

納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付 日

起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合 滞納処

分 受 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

完納 後、 督促状 届 場合 、行 違

御了承 。

＜ 知 ＞

滞納処分

督促状 発 日 起算 日 経過 日

完納 、滞納処分 受

。

督促 不服 場合

督促 不服 、督促状 受 取

日 翌日 起算 日以内 、行政不服審査法第

条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提

出 。

、 督促 取消 訴 、 督促

③ 他裁決 経 正当 理由

。

延滞金

納期限後 県税 納 場合 、税額（ 円

未満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （次 掲 税額

期間 、年 ー （当該期間 属

各年 前年 月 日 経過 時 公定歩合

年 ー 割合 加算 割合 年 ー

割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー

割合 加算 割合）） 割合 、納期

限 翌日 納 日 日数 計算 金

額 相当 延滞金額（ 円未満 端数 又
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の に する の を けた の から

して か に を として におい

て を する は となります するこ

とができます なお の しの えは この

についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれ

かに するときは に する を ないで

の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その が であるときは その

はその を り てる｡ を に して め

てください

して は すべき に るもの

ア に は する

の から を する までの

イ は による

の までの はその

の から を する までの

により された に るもの

の から を する までの

の その の を のように める

おしらせ

について

を した から して を した までに されないときは

を けることになります

に がある について

この について がある は この を け った の から して

に の により に をすることができま

す は なるべく を して ください

また この の しの えは この についての に する の

を けた の から して か に を として において

を する は となります することができます なお の しの

えは この についての に する を た でなければ することは

できませんが の から までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

審査請求 対 裁決 送達 受 日 翌日 起

算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起

。 、督促 取消 訴 、 督促

審査請求 対 裁決 経 後 提

起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決 経

督促 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

全額 円未満 、 端数金額又

全額 切 捨 ） 当該税額 加算 納

。

（ ） 申告 納付又 納入 税金 係

納期限後 申告納付又 申告納入 税額

納期限 翌日 月 経過 日 期間

更正又 決定 不足税額

当該不足税額 納期限 期間又 納期限

翌日 月 経過 日 期間

（ ） 納税通知書 告知 税額 係

納期限 翌日 月 経過 日 期間

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

滞納処分

督促状 発 日 起算 日 経過 日 完納 、滞納処

分 受 。

督促 不服 場合

督促 不服 場合 、 督促状 受 取 日 翌日 起算

日以内 、行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出 。

、 督促 取消 訴 、 督促 審査請求 対 裁決 送達

受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟 鳥取

県 代表 者 知事 。）、提起 。 、督促 取消

訴 、 督促 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求 対 裁決

経 督促 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要
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があるとき

その を ないことにつき な があるとき

について

は までに を しないときに その から の までの

に じ パ セント の から を する までの につい

ては パ セント の する の の を する におけ

る に パ セントの を した が パ セントの に たな

い は に パ セントの を した の で され

ます

の その の を のように める

おしらせ

されない について

を した から して を した までに されないときは の

えを けなければならないことになります

に がある について

この について がある は この を け った の から して

に の により に をすることができます

は なるべく を して してください

また この の しの えは この についての に する の

を けた の から して か に を として において

を する は となります することができます なお の しの

えは この についての に する を た でなければ することは

できませんが の から までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

延滞金

延滞金 、納期限 税金 完納 、 翌日 完納 日 日数

応 、年 ー （当該納期限 翌日 月 経過 日 期間

、年 ー （当該期間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年 ー 割合 満

場合 、当該公定歩合 年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計算

。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

納 付

場 所

完納 場合

督促状 発 日 起算 日 経過 日 完納 、財産

差押 受 。

督促 不服 場合

督促 不服 場合 、 督促状 受 取 日 翌日 起算

日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求 。

審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出 。

、 督促 取消 訴 、 督促 審査請求 対 裁決 送達

受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟 鳥取

県 代表 者 知事 。）、提起 。 、督促 取消

訴 、 督促 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求 対 裁決

経 督促 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。
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③ 他裁決 経 正当 理由 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条

例第 条 規定 賦課 。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未満

端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （当該納期限 翌日 月 経過

日 期間 、年 ー （当該期

間 属 各年 前年 月 日 経過 時

公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年

ー 割合 満 場合 、当該公定歩合

年 ー 割合 加算 割合）） 割合 計

算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受 、

、 督促状 発付 日 起算 日 経過

日 、 税金 係 徴収金 完納 場合

滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、

通知書 受 取 日 翌日 起算 日以内

行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事

務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

その を ないことにつき な があるとき

の その の を のように める

の

の は の び

の により されたものです

までに を しないときは その から

の までの に じ の

があるとき はその が であるとき

は その はその を り てる に し

パ セント の から を す

る までの については パ セント

の する の の を する における

に パ セントの を した が

パ セントの に たない は

に パ セントの を した の で

した で します

また までに を しないため を け

かつ その を した から して を

した までに この に る を しない

には を けることになります

に がある

は この の について がある は

この を け った の から して

に の により に

をすることができます は なるべく

を して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の
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翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税条例第 条 規定 賦課

。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日 税金完納 日 日数 応 、

税額（ 円未満 端数 又 全額 円未満 、 端

数金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー （当該期間 属 各年

前年 月 日 経過 時 公定歩合 年 ー 割合 加算 割

合 年 ー 割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー 割合

加算 割合）） 割合 計算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受 、 、 督促状 発付

日 起算 日 経過 日 、 税金 係 徴収金 完納 場合

滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

から して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き

の その の を のように める

の

の は の び の により され

たものです

までに を しないときは その から の までの に じ

の があるとき はその が であるときは その

はその を り てる に し パ セント の か

ら を する までの については パ セント の する

の の を する における に パ セントの を した

が パ セントの に たない は に パ セントの

を した の で した で します

また までに を しないため を け かつ その を した

から して を した までに この に る を しない には

を けることになります

に がある
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納税者 、 県税 賦課 不服 場合 、 通知書 受 取 日

翌日 起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対

裁決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分

取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求

対 裁決 経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

知

県税 賦課 不服 場合 、 通知書 受 取 日 翌日 起算

日以内 行政不服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長 経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処分 審査請求 対 裁

決 送達 受 日 翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告 （訴訟

鳥取県 代表 者 知事 。）、提起 。 、処分 取消

訴 、 処分 審査請求 対 裁決 経 後 提起

、次 ① ③ 該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決 。

② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著 損害 避 緊急 必要

。

③ 他裁決 経 正当 理由 。

は この の について がある は この を け った の

から して に の により に をす

ることができます は なるべく を して してください

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として に

おいて を する は となります することができます なお

の しの えは この についての に する を た でなければ

することはできませんが の から までのいずれかに するときは に

する を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の

があるとき

その を ないことにつき な があるとき

の その の を のように める

お らせ

この の について がある は この を け った の から

して に の により に をすることができま

す は なるべく を して してください

また この の の しの えは この についての に する

の を けた の から して か に を として におい

て を する は となります することができます なお の

しの えは この についての に する を た でなければ すること

はできませんが の から までのいずれかに するときは に する

を ないで の しの えを することができます

があった から か を しても がないとき

の は の により ずる しい を けるため の が

あるとき

その を ないことにつき な があるとき
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60

４

６

３

５ ２ ５

４

６
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第 号様式 裏面 次 改 。

（裏面）

延滞金

不足税額 、 年 月 日 納付

日 期間 応 、税額（ 円未満 端数

又 全額 円未満 、 端

数金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー

（ 通知書 納期限 期間又 当該納

期限 翌日 月 経過 日 期間 、

年 ー （当該期間 属 各年 前年 月

日 経過 時 公定歩合 年 ー

割合 加算 割合 年 ー 割合 満

場合 、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 金額

知

県税 賦課 不服 場合 、 通知

書 受 取 日 翌日 起算 日以内 行政不

服審査法第 条 規定 、知事 審査請求

。審査請求書 、 県税事務所長

経由 提出 。

、 県税 賦課処分 取消 訴 、 処

分 審査請求 対 裁決 送達 受 日

翌日 起算 月以内 、鳥取県 被告

（訴訟 鳥取県 代表 者 知事 。）、

提起 。 、処分 取消 訴 、

処分 審査請求 対 裁決 経 後

提起 、次 ① ③

該当 、審査請求 対 裁決

経 処分 取消 訴 提起 。

① 審査請求 日 月 経過 裁決

。

61

1,000

2,000

14.6

7.3 11

30

7.3

60

の を のように める

については から の

までの に じ の がある

とき はその が であるときは その

はその を り てる に し パ

セント この による までの は

の から を する までの については

パ セント の する の の

を する における に パ セントの

を した が パ セントの に たな

い は に パ セントの を

した の で した

お らせ

この の について がある は この

を け った の から して に

の により に をするこ

とができます は なるべく を

して してください

また この の の しの えは この

についての に する の を けた の

から して か に を として

において を する は となります

することができます なお の しの えは

この についての に する を た でな

ければ することはできませんが の から まで

のいずれかに するときは に する を

ないで の しの えを することができます

があった から か を しても が

ないとき
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② 処分、処分 執行又 手続 続行 生 著

損害 避 緊急 必要 。

③ 他裁決 経 正当 理由

。

の は の により ずる し

い を けるため の があるとき

その を ないことにつき な があると

き
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改 正 後 改 正 前

（決定通知書）

第 条 法第 条第 項（同条第 項 準用

場合 含 。）及 第 条第 項 書面（以下 条

「決定通知書等」 。） 、保護決

定又 保護変更 係 、様式第 号

。 、医療扶助 医療 現物給付 決

定 通知 、様式第 号 医療券・調剤券 記載

行 。

決定通知書等 、保護開始 申請 却下 係

、次 掲 事項 記載 。

（ ） 却下 理由

（ ） 通知 申請受理後 日 超 理由

法第 条 書面 、次 掲 事項 記載

。

（ ） 廃止 、又 停止 保護 種類

（ ） 廃止 、又 停止 時期又 期間

（ ） 廃止 、又 停止 理由

略

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

決定
保護 通知書

変更

（決定通知書）

第 条 法第 条第 項及 第 項、第 条第 項並

第 条 書面 、様式第 号、第 号又 第 号

。 、医療扶助 医療 現物給付 決定

通知 、様式第 号 医療券・調剤券 記載

行 。

略

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

決定
保護 通知書

変更

５ １ ５

２

２

１

２

３

１

２

３

４

５

５ １ ５ ２

２

５

24

25

25

28

14

26

25

24 25

26 25 26 27

28

25

において する

を む び の この

において という のうち

は に るものは によるもの

とする ただし による の の

の は の に して

これを うものとする

のうち の の に る

ものには に げる を するものとする

の

が を えるときはその

の には に げる を するも

のとする

し は した の

し は する は

し は する

び び

に の は は に

よる ただし による の の

の は の に してこ

れを うものとする

（生活保護法施行細則 一部改正）

第 条 生活保護法施行細則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中項 表示 下線 引 項（以下 条 「移動項」 。） 対応

同表 改正後 欄中項 表示 下線 引 項（以下 条 「移動後項」 。） 存在 場

合 、当該移動項 当該移動後項 、移動後項 対応 移動項 存在 場合 、当該移動後項

（以下 条 「追加項」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下 条 「削除様式」 。） 削

、同表 改正後 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下 条 「追加様式」 。） 加

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（項 表示及 削除様式 除 。以下 条 「改正部分」

。） 対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（項 表示並 追加項及 追加様式 除 。

以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、

改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 。

の

の を のように する

の の の の に が かれた この において という に する

の の の に が かれた この において という が する

には を とし に する が しない には

この において という を える

の の の の に が かれた この において という を

り の の の に が かれた この において という を

える

の の の が かれた の び を く この において

という に する の の が かれた の びに び を く

この において という が する には を に め

に する が しない には を る

５ 28 70
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決定
生活保護法 保護 次 通

変更

知 。

～ 略

決定
生活保護法 保護 次 通

変更

知 。

～ 略

教示

決定 不服 、 決定

知 日 翌日 起算 日以内 知事

対 審査請求 。

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

保護申請却下通知書

年 月 日付 申請 生活保護法 保護

、下記 理由 保護 却下

。

、 決定 不服 、 決定

知 日 翌日 起算 日以内 知事

対 審査請求 。

記

却下 理由

決定通知書 申請受理後 日 経過 理由

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

廃止
保護 通知書

停止

年 月 日付 第 号 決定 生活保護法

による を のとおり したので

します

による を のとおり したので

します

この に があるときは この のあった

ことを った の から して に

に して をすることができます

けで された による

については の で できないので しま

す

なお この に があるときは この のあっ

たことを った の から して に

に し をすることができます

の

この が を した

により した に

１ ５ １ ５

５

１

２

５

60

26

60

14

27
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廃止
保護 下記 決定

停止

通知 。

廃止
保護 種類

停止

廃止 時期

停止 期間

廃止
理由

停止

教示 決定 不服 、 決定

知 日 翌日 起算 日以内

知事 対 審査請求 。

様式第 号及 様式第 号 削除

よる を のとおり することに したので

します

した の

する

する

この に があるときは この のあっ

たことを った の から して に

に して をすることができます

び

１

２

３

60

26 27

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。この は から する17 ４ １


